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１．はじめに 
 

 土地利用・交通モデルは，近年，ミクロ経済学

（行動理論，均衡理論）をベースに取り入れた応用

都市経済モデル（CUE: Computable Urban Economic 

Model），空間的応用一般均衡モデル（ SCGE: 

Spatial Computable General Equilibrium Model）とし

て発展を遂げている． 

 空間的応用一般均衡モデルは，経済主体の合理的

行動およびすべての市場における均衡を考慮した経

済学の原点とも言うべき一般均衡モデルを空間的に

拡張し計算可能としたものであり，主として全国レ

ベルや地域ブロックレベルの大規模交通施設整備の

評価に用いられている  2) 3)．一方，応用都市経済モ

デルは，均衡市場は土地市場に限定されるものの，

細かいゾーンレベルに対応した分析が可能という長

所を有し，上田らの研究  4) をはじめとして，都市圏

レベルでの多くの実用モデルが開発されている． 

 既存の実用モデルには，産業別に企業を分類して

モデル化したものも一部みられる．しかし，実際の

企業の立地行動（土地利用）や交通行動（業務，財

輸送）を考えると，その行動パターンは，産業別と

いうよりも，むしろ，管理（本社），財生産（工

場），財輸送（物流施設），財販売（小売店），サ

ービス提供（サービス店）といった企業の機能（施

設）によって大きく依存すると考えられる． 

 本稿では，企業をこれらの機能別にモデル化する

ことにより，既存モデルよりも現実的で信頼性の高

い一般均衡型の土地利用・交通モデルを提案する． 
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また，首都圏を対象とした実証モデルを構築し，東

京都心部におけるロードプライシングの影響を計測

することによって実証分析の例を示す． 
 
２．モデル 
 

（１）仮定 

 本モデルでは，一般均衡の仮定に加え，簡単化の

ため，以下のような基本的な仮定をおく． 

・分析対象地域の世帯数は固定とする．都市圏以外

地域からの人口流出入は考えない． 

・世帯は一単位の労働供給を行うものとする．各ゾ

ーンの労働供給は世帯数と等しくなる． 

・土地，交通運賃からの余剰は全家計に等しく分配

される．地主主体を明示的に取り上げない． 
 
（２）家計の経済行動 

 家計は，所得制約の下で効用最大化を行うとする．

効用の要素としては，財消費量，サービス消費量，

住宅面積に加え，買い物先（財・サービスの消費地

域）における財・サービスの多様性を考える． 
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ここで， i， j（上付き）は居住地ゾーン，買い物先

ゾーン，g，s（下付き）は財，サービスを表す．c
は財・サービス消費量，h は住宅面積，Aj

は買い物

先における財・サービスの多様性である．IRは交通

費・土地収入の均等分配所得を表す．pij
g,s は交通

費・課金込みの cif 価格であり，生産地価格（FOB

価格）に移動に要する費用（交通費用，通行料金，

時間費用）を加えたものである． 

 上記の効用最大化問題を解くと，下式の需要関数

が導出される． 
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 買物先 j ゾーンへ行く居住地 i ゾーンの間接効用

関数（Vij）は次式で得られる． 
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ここで Dはゾーン間で不変の定数項である． 

 間接効用関数から，ゾーン i 居住者，買物先 j の

家計の立地選択確率（Prh
ij）は，ロジットタイプの

下式となる． 
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（３）企業の経済行動 

 企業による生産は，各機能の生産がコブダグラス

型で合成され，最終財となると仮定する．一方，サ

ービス財は合成されないと仮定した． 
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ここで，Yf：機能 f（ f = 1：管理，2：財生産，3：

財輸送，4：財販売，5：サービス販売）の都市圏総

生産を表す．rf（
4

1

1f
f

r
=

=∑ ）は分配シェアパラメー

タである．これより財価格 pgが導出される． 

 ゾーン i に立地する機能 f は，生産技術制約下で

生産量 yf
i に対して要する付加価値の費用を最小化

すると考える． 
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ここで，w は賃金率，ph
iはゾーン i 地代水準，Lf

iは

ゾーン i 機能 f の従業者数，Kf
iはゾーン i 機能 f の

土地面積，
i
fy はゾーン i 機能 f の生産を表す．を

i
fACC はゾーン i 機能 f アクセシビリティであり，

他地域への一般化費用の機能 f の従業者数による重

み付け平均の逆数で定義する． 
費用最小化問題を解くと，下式のゾーン i 要素需

要関数が導出される．これより pi
fが導出される． 
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 企業の立地選択行動は，単位費用（生産者価格）

が小さいゾーンを選択する．
iz を単位費用以外に立

地選択に影響を及ぼす確率的要因と仮定すると，下

式の関係が得られる．このとき，ゾーン i はゾーン

i’よりも立地選択確率が高い． 
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iz はガンベル分布に従うと仮定して，機能 fのゾー

ンiへの立地選択確率（Prf 
i）は，ロジットタイプの

下式となる． 
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 ゾーンi機能fの生産額は下式で求められる． 
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（４）市場均衡 

 一般均衡の仮定より，土地市場，労働市場，



 

 

財市場について，以下の市場均衡が成立する．  
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(18)式の左辺はゾーンiの容積率（Bi）を考慮した床

面積総供給量である．右辺はゾーン iの床面積総需

要量であり，企業の土地需要Kf
iと家計の土地需要

Nihiからなる．価格はゾーン値ph
iで算定される．

(19)式は都市圏全体での労働需給均衡式である．
(20)式において（ f’ = g, s ）， ' ' ' ', , ,f f f fI G E M は

都市圏の総固定資本形成，政府最終消費支出，移輸

出，移輸入である． 

 

（５）交通行動 

 交通行動は，交通発生，目的地選択，交通手

段選択，経路選択の４段階で行われるものとし，

一般的な交通モデルを適用する．  

 なお，家計および企業の交通発生は，トリッ

プ目的別（企業はさらに機能別）に設定する．  
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ここで，Ni はゾーン就業者数，Lf
i はゾーン従業者

数，unit：交通発生原単位である．o はトリップ目

的，fは企業の機能（ f = 1：管理，2：財生産，3：

財輸送，4：財販売，5：サービス販売）を表す． 

 

３．実証分析 

 

（１）概要 

 以上のモデルについて，首都圏を対象とした実証

モデルを構築し，東京都心部におけるロードプライ

シングが土地利用（人口・従業人口の移動），経済

および交通に及ぼす影響を計測することにより，実

証分析の例を示す． 

 実証分析にあたり，モデルの外生変数である都市

圏総人口，ゾーン面積および容積率，ゾーン間距離

および所要時間は，東京都市圏パーソントリップ調

査（1998）のデータを用いた．パラメータについて

は，家計の経済行動における支出シェア（as, ag）は

家計調査（2000）より設定した．最終消費財の企業

の各機能への分配シェア（rf）は国勢調査（2000）

における職能別従業人口より，生産要素への分配シ

ェア（af, bf）は既存研究の成果を用いた． 

 なお，東京都心部へのロードプライシングによっ

て，すべての家計，企業が(6)式，(16)式の立地選択

確率に従う立地変更の対象となるというのは現実的

でないと考え，東京都市圏内々での１年あたり移転

率分に相当する家計，企業を立地変更の対象とした． 

 

（２）シミュレーションケース 

 シミュレーションのケースとして，Case0～2の３

ケースを設定する．ここで，Case0 は課金なしのケ

ース，Case 1 は都心４区（千代田区・中央区・港

区・新宿区）に対して 500 円/トリップの課金を行

うケース，Case 2を都心 4区＋文京区・台東区・品

川区・目黒区・渋谷区・豊島区・北区・荒川区・中

野区・板橋区に対して同様に 500 円/トリップの課

金を行うケースとする． 

 

（３）シミュレーション結果 

 実証モデルによるシミュレーションの結果，東京

都心部のロードプライシングが及ぼす影響について，

主に以下の点が示された． 
 
・ロードプライシングにより，夜間人口，従業人口

は，プライシングエリア外のゾーンから課金を避

けるため課金エリア内に集積する．人口移転の影

響は，課金エリアの隣接地域では従業人口が減少

し，既存の集積地域（横浜市・千葉市・さいたま

市等）では影響が微少もしくは微減，都市圏郊外

部では減少の傾向が見られる． 

・課金施策により従業人口が課金エリア内に集積す

ることから，集積の経済効果が得られ，都市圏全

体での総生産は増加する．課金エリアが広くなる

Case 2では，集積効果が更に発現し，総生産の増

加が Case 1よりも大きくなる． 

・地代水準は，夜間人口と従業人口の分布変化，お

よび総生産変化の影響を受けて決定されるが，

Case 1・Case 2 ともに課金エリア内で増加する傾



 

 

向が見られる． 

・自動車交通への影響については，交通課金エリア

内の課金対象となる一般国道では交通量が減少し，

高速道路へ転換する現象が見られる．これは，高

速道路の走行条件が課金により相対的に一般道路

より有利になると考えられることによる．また，

課金エリアを通過することを避ける迂回交通も一

部見られる． 

 

＜ケース１－ケース０＞ 

 
 

＜ケース２－ケース０＞ 

 

図－１ 夜間人口の変化 
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図－２ 都市圏総生産の増加 

４．おわりに 

 

 本稿では，企業の行動（立地、交通等）は、本社、

財生産、財輸送、財販売、サービス販売といった機

能に依存すると考え、企業を機能別にモデル化した

一般均衡型の土地利用・交通モデルを提案した．ま

た，首都圏を対象とした実証モデルを構築し，東京

都心部におけるロードプライシングの影響を計測し

た．この結果，ロードプライシングは人口および従

業人口を課金エリア内に集積させ，集積の経済効果

によって都市圏総生産は増加することが示された． 

 なお，本モデルは，課金施策の影響分析のみなら

ず，環状道路等のネットワーク整備等、様々な都市

交通施策の評価に適用可能である．ただし，本モデ

ルのパラメータ設定等は更なる精査が必要であり，

より精度の高い評価ができるよう改良を施す必要が

あると考える． 
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